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【成長力底上げ戦略推進円卓会議・中賃関連情報　】

○今年の最賃改正の諮問がおりる中央最低賃金審議会は、１３日１７時から開催の予定です。
・中央・東京では、１３日１６時半から、17時30分まで厚生労働省前で「第1回中賃要求行動」（宣伝行動）を実施します。
○中賃目安小委員会　は２０日、２５日、３１日（１日）となる見込みです。
それにあわせて、以下の行動を組みます。

・２０日は、第2回中賃要求行動（厚生労働省前宣伝）
・２５日は、第３次全国統一最賃・人勧デー
・３１日は、第3回中賃要求行動（赤坂・茜荘前）

＊重大な政治戦と同時期の取り組みとなりますが、「最賃底上げ、ストップ貧困」は、政治的にも重要な課題です。民間、公務それぞれから、積極的な参加をお願いします。

○政府が、円卓会議による最賃引き上げの労使合意とりつけを、秋の臨時国会での法改正後に先延ばしするとの方針を固めたと報道されています。使用者側は、いっせいに「今年の改定は、例年通りのやり方で」と意思統一をはかり、「引き上げ0円」要求も飛び出しています。

○わたしたちは、ワーキング・プアを生みだしている、今の使用者の姿勢を正さなければなりません。幸い、厚生労働省が、「引き上げ」を基調に最賃審議を行なうよう、異例の要請をしたと報道されています。旺盛な行動で、使用者の姿勢をただし、最賃大幅引き上げを実現させましょう！
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
【日程】　　　　　　　　　　　　政　府　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全労連

７月９日（月）　　　　　　第3回円卓会議

７月１３日（金）　　　　　中賃審議会　　　　　　　　　　　　　「7･13第1回中賃要求行動」
　　　　　　　　　　　　　　　　１７：００～　　　　　　　　　　　　16:30～17:30
　　　　　　　　　　　　　　厚労大臣諮問、目安小委委員
　　　　　　　　　　　　　　と日程確定、委員長選出等。

7月２０日（金）　　　　　第１回目安小委員会　　　　　　　　　「7･20第２回中賃要求行動」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間確認中

7月２５日（水）　　　　　第２回目安小委員会　　　　　　　　「7･25第3次最賃・人勧デー」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間確認中 早朝より　　　

7月３１日（火～1日水）　　第３回目安小委員会　　　　　「7･31第3回中賃・茜荘前要求行動」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10:00より11:00までを予定


	7･13 中央最低賃金審議会への要求行動に参加のお願い


１．日　　時　　７月１３日（金）午後４時半～５時半
２．場　　所　　厚生労働省前
３．参 加 者　　各単産役職員（半数以上）と全労連役職員（可能な人全員）を中心に実施。

　　　　　　規模５０人以上。単産中央ならびに東京のみなさんの、ご参加をお願いいたします。

４．行動内容　　・この日、中央最低賃金審議会の第1回会合が開かれ、厚生労働大臣から、今年の最賃改定を求める諮問が、中賃におります。中賃審議会委員の紹介の後、目安小委員会のメンバーの紹介、小委員会会長の承認、目安小委員会の日程確認などがなされます。

　　　　　　　　・緊急ですが、今年度の第1回中賃審議会に向け、「今年の改定から、異常に低い現行最賃額を見直し、大幅に引き上げること」を強くアピールしましょう。


＜報道より＞
●｢最低賃金７００～７２０円程度目標　政府原案｣　(朝日　07月09日)

　政府の「成長力底上げ戦略推進円卓会議」が議論している最低賃金の中長期的な引き上げをめぐり、９日の会合で示される引き上げ目標の政府原案が明らかになった。目標設定の根拠に（１）生活保護水準（２）高卒初任給（３）平均賃金の一定割合――の３案を提示。実現すれば、全国平均で１時間当たり６７３円（０６年度）の最低賃金は７００～７２０円程度になる計算だ。 

　政府原案によると、（１）案では最低賃金を「労働者の生計費を基準とすべきだ」と記し、まずは生活扶助と住宅扶助を足した６９８円を上回る水準を目指す。（２）案は「常用雇用者として最も賃金が低い初任給の水準を考慮」と明記。企業規模が小さく、初任給が最も低い高卒の分類で０６年の平均は７２０円だった。欧州各国並みに平均賃金の４０～５０％を目標とする（３）案では、０６年の平均賃金（１８０７円）の４０％の場合で７２３円になる。 

　さきの通常国会で最低賃金引き上げの根拠となる最低賃金法改正案が継続審議となったため、政府は引き上げ目標の設定を秋以降に先送りし、年内合意を目指す。同時に、今年度分も円卓会議の議論を踏まえた審議を中央最低賃金審議会などに要請し、例年、数円にとどまる引き上げ幅の拡大を促す方針だ。ただ、経済界には「企業の生産性向上が先だ」という慎重意見も根強い。 

●＜最低賃金＞審議会に引き上げ働きかけ　厚労相が方針　(毎日7月6日)

　柳沢伯夫厚生労働相は６日の閣議後の記者会見で、中央最低賃金審議会に、最低賃金の引き上げを働きかける方針を明らかにした。審議会は大臣の諮問を受けて最低賃金の上げ下げの目安を今月審議するが、大臣が引き上げの方向性を示すのは極めて異例だ。
　国会で「生活保護費との整合性を考慮する」などとして実質的に最低賃金の引き上げを目指した最低賃金法改正案が継続審議になったことを受けた発言。「（非正社員の増加など）広く社会状況を考えてもらい、改正はなくとも、理解を求めて引き上げをお願いしたい」との考えを示した。  
＊（注：全労連は、この間、最賃法第36条にある厚生労働大臣の「職権」規定をもとに、低すぎる最賃を放置してきたのは、「労使合意」の結果ではなく、行政の怠慢だとせまり、日本共産党も国会で政府・与党を追及しました。その効果があらわれています。）

●円卓会議での、最賃引き上げ合意先送り　法案成立せず調整困難　(朝日7月5日) 

●長野で候補予定４氏が公開討論会　(朝日7月3日)
日本青年会議所長野ブロック協議会主催の公開討論会（１日夜）において、民主候補「最賃は８００円に、全国平均１０００円以上を約束する」。社民候補も「最賃大幅アップ」。共産候補は「ニート、フリーターの出現は政治責任。自民、公明、民主が進めた労働法制規制緩和が問題」。自民候補は「再チャレンジで救う」。









